
自発的な兼業であっても、法の趣旨に反した長時間労働を認識しながらそのような状態を解消しなかったことは安全配慮義務違反となる
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先進企業の人事トップインタビュー
第2回　富士通株式会社 執行役員 EVP CHRO（最高人事責任者）　平松浩樹氏

インタビュー：これからの人事を考えるシリーズ

●役職定年で転籍となり、賃金がダウンする社員から転籍拒否の申し出があった場合、どう対応すべきか
●緊急を要し女性用トイレを使用した男性社員に懲戒処分を科すべきか
●趣味で学んだスキルを利用して、社内で有償によりサービスを提供する社員にどう対応すべきか
●職場内で個人別の営業成績を掲示することはパワハラに該当するか
●職場で化学物質過敏症を発症した場合、会社は責任を負うか
●定年後再雇用契約をする際、体力測定を行い、一定の基準に達しない者は再雇用を認めないことは問題か
●定年後再雇用者が契約期間満了前に退職を申し出た場合、どう対応すべきか
●決算期の変更に合わせて、36協定の起算日を変更することは可能か
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